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令和元年６月「学校教育の情報化の推進に関する法律」（令和元年法律第 47 号、

以下「法」という。）が成立し、公布、施行されました。本計画は、法第９条第１

項において努力義務とされている「都道府県の区域における学校教育の情報化の推

進に関する施策についての計画」として定めるものです。 

 

 

 

本計画は、法第９条第２項において努力義務とされている、県内市町村の学校教

育情報化推進計画の策定に当たっての参考となるものです。 

 また、本計画は「岩手県ＤＸ推進計画」（令和５年３月策定）、「岩手県教育振興

計画（2024～2028）」（令和６年３月策定）との整合を図りながら、本県の学校教育

情報化に関する具体的な取組等を示すものです。 

なお、「岩手県ＤＸ推進計画」が改訂された場合は、関連する主な指標及び目標

値を見直すこととします。 

【参考：学校教育の情報化の推進に関する法律（令和元年法律第 47号】 抄 

 

（都道府県学校教育情報化推進計画等） 

第九条 都道府県は、学校教育情報化推進計画を基本として、その都道府県の区域

における学校教育の情報化の推進に関する施策についての計画（以下この条にお

いて「都道府県学校教育情報化推進計画」という。）を定めるよう努めなければ

ならない。 

２ 市町村（特別区を含む。以下この条において同じ。）は、学校教育情報化推進

計画（都道府県学校教育情報化推進計画が定められているときは、学校教育情報

化推進計画及び都道府県学校教育情報化推進計画）を基本として、その市町村の

区域における学校教育の情報化の推進に関する施策についての計画（次項におい

て「市町村学校教育情報化推進計画」という。）を定めるよう努めなければなら

ない。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県学校教育情報化推進計画又は市町村学校教育

情報化推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表するよう努

めるものとする。 

１ はじめに 

(1) 計画策定の趣旨 

(1) 計画の位置付け (2) 
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 本計画は、「岩手県教育振興計画（2024～2028）」と計画期間を合わせ、令和６年

度から令和 10年度までの５年間を計画の対象期間とします。 

 

 

  

計画期間 (3) 
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 国においては、令和元年 12月にＧＩＧＡスクール構想が閣議決定され、「１人１

台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備することで、特別な支援

を必要とする子どもを含め、多様な子どもたち一人ひとりに個別最適化され、資

質・能力が一層確実に育成できる教育ＩＣＴ環境を実現する」、「これまでの我が国

の教育実践と最先端のＩＣＴのベストミックスを図り、教師・児童生徒の力を最大

限に引き出す」こととされました 

 令和４年 12 月には、法第８条第１項に基づき「学校教育情報化推進計画」が策

定され、「第１部 我が国における学校教育の情報化の方向性（総論）」及び「第２

部 総合的かつ計画的に講ずべき施策（各論）」が定められています。 

 

 

 

ア 全国学力・学習状況調査（小・中学校） 

・学校質問紙調査 

調査対象学年の児童（生徒）に対して、前年度までに、児童（生徒）一人一人

に配備されたＰＣ・タブレットなどのＩＣＴ機器を、授業でどの程度活用しまし

たか。 

 

上記「問」に対し、「ほぼ毎日活用」「週３回以上活用」と回答した学校の割合 

（合計値） 

【小学校】 

 Ｒ４年度調査 Ｒ５年度調査 Ｒ５‐Ｒ４（伸び幅） 

岩手県 49.3％ 71.4％ 22.1％ 

全国 85.1％ 90.6％ 5.5％ 

  

【中学校】 

 Ｒ４年度調査 Ｒ５年度調査 Ｒ５‐Ｒ４（伸び幅） 

岩手県 65.4％ 81.9％ 16.5％ 

全国 81.2％ 86.7％ 5.5％ 

２ 背景 

国の動向 (1) 

岩手県の現状・課題 (2) 
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 参考：全国学力・学習状況調査 

  令和４年度 

   調査実施日  令和４年４月 19日（火） 

   調査結果公表 令和４年７月 28日（木） 

 

  令和５年度 

   調査実施日  令和５年４月 18日（火） 

   調査結果公表 令和５年７月 31日（月） 

 

・令和５年度全国学力・学習状況調査結果によると、岩手県のＩＣＴ機器を授業で

活用している小中学校の割合は全国に比べ低いとの調査結果となっていますが、

前年度の調査結果と比較すると、県内の活用している学校の割合は大幅に増加し

ており、全国平均との差も縮小しています。 

・本県の小学校と中学校を比較すると、小学校の方が活用率が低く、中学校の方が

高いとの結果となっており、全国的な傾向と逆になっています。 

 

イ 令和４年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（概要） 

  （令和５年３月現在 令和５年 10月公表（確定値）） 

 

 

 

 

 実態調査 
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 文部科学省「令和４年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」

によると、 

・教育用コンピュータ 1台当たりの児童生徒数 

については、全国平均値を上回っているものの、 

 

 ・無線ＬＡＮまたは移動通信システム（ＬＴＥ等）によりインターネット接続を

行う普通教室の割合 

 ・インターネット接続率（100Mbps以上） 

 ・普通教室の大型提示装置整備率 

 ・統合型校務支援システム整備率 

 ・教員のＩＣＴ活用指導力 

については、全国平均値を下回っている状況にあります。 

 

 このうち統合型校務支援システム整備率に関しては、全国平均値（86.8％）に対

し、岩手県平均値 42.2％となっており、全国平均値を大幅に下回っています。 

 岩手県では、「教育活動の質の改善」及び「業務の軽減と効率化」を目的として、

「岩手県クラウド版統合型校務支援システム」を導入することとしており、令和６

年度から段階的に導入し、令和８年度から全県統一運用を行うこととしています。 

 

【岩手県クラウド版統合型校務支援システム】 
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 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機に、社会全体のデジタル化が加速し

ました。学校教育分野においても、「ＧＩＧＡスクール構想」が加速し、１人１台

端末や通信環境の整備が進みました。ＩＣＴを活用した遠隔授業など児童生徒の多

様なニーズに対応する環境が整ったことになります。 

 現行学習指導要領においては、情報活用能力（情報モラルを含む）を、言語能力

や問題発見・解決能力等と同様に「学習の基盤となる資質・能力」と位置付け、そ

の育成のために日常的にＩＣＴを活用した学習活動の充実が求められています。 

 また、教職員の業務負担軽減など学校の働き方改革の推進においても、IＣＴの

積極的な活用が重要です。 

 社会教育分野においては、オンライン学習やデジタルコンテンツの提供など新た

な学びのニーズに対応する必要があります。地域における学びである社会教育には、

デジタルデバイドの解消や地域住民のデジタルリテラシーの向上という役割も期

待されています。 

 業務の効率化を図りながら、更に質の高い学びを県民に提供できるよう、教育分

野におけるデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を推進していきます。 

 

  

３ 取組の視点 
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【目指す姿】 

授業や学習活動においてＩＣＴを効果的に活用することにより、これからの時代

に求められる子どもたちに必要な資質・能力の育成を目指します。 

 

【現状と課題】 

・児童生徒１人１台端末やネットワーク環境など学校におけるＩＣＴ環境の整備を

進めてきたところであり、ＩＣＴの効果的な利活用に向けた実践と検証に取り組

んでいく必要があります。 

 

【取組内容】 

・県と市町村が連携して設置した「岩手県学校教育ＩＣＴ推進協議会」（令和６年

度から「岩手県学校教育ＤＸ・学力育成協議会」に移行）を通じたＩＣＴの効果

的な利活用を推進します。 

・ＩＣＴ活用指導力向上のための教員研修の充実に取り組みます。 

・ＧＩＧＡスクール運営支援センター等による広域的な活用支援に取り組みます。 

・１人１台端末の授業における活用や家庭への持ち帰りを進め、ＩＣＴを活用する

ことにより、いつでもどこでも、誰とでも、自分らしく学ぶことができ、誰一人

取り残すことなく、一人ひとりの可能性を最大限に引き出す教育の実現に取り組

みます。 

 

【参考】関連する「岩手県ＤＸ推進計画」における主な指標及び目標値 

授業等でＩＣＴ機器を活用し、児童生徒にＩＣＴ活用について指導できる教員の

割合(％)（現状値はＲ４の値） 

現状値 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

81 82 86 90 － － 

  

【工程表】 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

 

 

 

 

 

    ＩＣＴ機器等の活用の推進 

４ 具体的な取組内容 

ＩＣＴの効果的な利活用の推進 (1) 

ＩＣＴの効果的活用の実践と教員研修の充実 

ＧＩＧＡスクール運営支援センター等による活用支援 

岩手県学校教育ＤＸ・学力向上育成協議会による連携 
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【目指す姿】 

情報を適切に活用し、問題発見・解決していくために必要な「情報活用能力」を、

子どもたちの学習の基盤となる資質・能力として育成していくことを目指します。 

 

【現状と課題】 

・ＧＩＧＡスクール構想により整備された児童生徒１人１台端末等のＩＣＴ機器を

効果的に活用し、児童生徒の情報活用能力を育成していく必要があります。 

 

【取組内容】 

・「いわての情報活用能力体系表例」の活用と普及に取り組みます。 

・情報活用能力育成のためのカリキュラム・マネジメントを推進します。 

・小・中・高の各段階に応じたプログラミング教育の充実に取り組みます。 

・情報モラル教育の充実に取り組みます。 

 

【参考】関連する「岩手県ＤＸ推進計画」における主な指標及び目標値 

授業等でＩＣＴ機器を活用し、児童生徒にＩＣＴ活用について指導できる教員の

割合(％)（現状値はＲ４の値） 

現状値 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

81 82 86 90 － － 

 

【工程表】 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

児童生徒の情報活用能力の充実 

情報モラル教育の推進 

 

 

 

 

 

 

 

情報モラル研修会の実施 

情報モラルに係る児童生徒向けの指導資料を作成・配付 

情報モラル教育の優良事例の普及 

情報活用能力育成のためのカリキュラム・ 

マネジメントの推進・プログラミング教育の充実 

「いわての情報活用能力体系表例」の活用と普及 

(2) 
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【目指す姿】 

児童生徒の健やかな体を育成するため、ＧＩＧＡスクール構想により整備された

児童生徒１人１台端末等を活用し、将来的には児童生徒が健康・運動に係る保健管

理を自ら行うことを目指します。 

 

【現状と課題】 

・運動時間の減少、肥満である児童生徒の増加等の課題があることから「運動」「食」

「生活」習慣の形成に向けて、相互に関連付けた一体的な取組を推進していく必

要があります。 

・児童生徒がＩＣＴの活用により、継続的に個々の健康課題に応じた保健管理等を

充実していく必要があります。 

 

【取組内容】 

・ＩＣＴを活用した保健管理に関する調査研究に取り組みます。 

・「運動」「食」「生活」習慣の形成を総合的に支援するチャレンジカードをベース

とした児童生徒のための健康づくりサポートシステムの児童生徒１人１台端末

等への導入に取り組みます。 

 

【参考】関連する「岩手県ＤＸ推進計画」における主な指標及び目標値 

運動やスポーツをすることが好きな児童生徒の割合(％)（現状値はＲ４の値） 

現状値 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

88 89 89 89 － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童生徒の健やかな体の育成（60プラスプロジェクト） (3) 
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【工程表】 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

  

「よりよい運動習慣」「望ましい食習慣」「規則正しい生活習慣」を相互に 
関連付けた一体的な取組 （６０（ロクマル）プラスプロジェクト） 

チャレンジカードの活用 

校内における指導体制の構築 

ＩＣＴを活用した健康管理の推進 

「運動」「食」「生活習慣」各研修会における研修内容等の充実 

ＩＣＴを活用した
保健管理等に関す
る調査研究 

児童生徒のため
の健康づくりサ
ポートシステム 
調達・導入準備・
運用準備 

児童生徒のための健康づくり 
サポートシステム導入・運用 
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【目指す姿】 

・遠隔教育の充実等により、小規模校等の多様性のある学習の確保、障がいや不登

校等の特別な支援が必要な児童生徒の多様な教育的ニーズに対応した教育機会

の保障を目指します。 

・高校の早期の段階から理数分野への興味・関心を涵養し、理系人材やデータを収

集・分析・利活用できる人材が輩出されています。 

 

【現状と課題】 

・中山間地域の多い本県では、小規模高校においても生徒のニーズに応じた質の高

い授業等を提供していく必要があります。 

・障がいのある児童生徒へのＡＴ（アシスティブテクノロジー）やＩＣＴ機器を活

用した教育活動の充実が求められています。 

・不登校児童生徒等への教育機会の確保が求められています。 

・全ての高校生がデータサイエンス・ＡＩの基礎となる理数素養や基本的情報知 

識を習得することや、大学の理系学部への進学率向上が求められています。 

・不登校などの未然防止、早期発見・適切な対応を推進するため、アウトリーチ型

の支援やＩＣＴを活用した教育相談体制の一層の充実や関係機関と連携した教

育機会の確保等により、誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策を

図る必要があります。 

  

【取組内容】 

・配信拠点から質の高い遠隔授業を配信します。 

・特別支援学校におけるＡＴやＩＣＴ機器等の効果的な活用を促進します。 

・長期入院や不登校となっている児童生徒へのＩＣＴ機器を活用した授業配信等に

取り組みます。 

・各高校の探究的な学びをＳＴＥＡＭ※の視点から深め、データの収集・分析・利

活用に基づく課題解決型学習を推進します。 

・児童生徒の悩みについて。１人１台端末等を利用した「こころの相談室」や児童

生徒の心身の変化を把握する「心の健康観察」の導入・活用などの教育相談体制

の充実を図ります。 

・オンラインやＩＣＴの活用を視野に入れ、校内の空き教室を活用した「校内教育

支援センター」の体制整備の支援を図り、学校内の居場所づくりに努めます。 

 

多様な教育ニーズに対応する教育機会の提供 (4) 
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※ＳＴＥＡＭ（教育）：「各教科での学習を実社会での問題発見・解決にいかしてい

くための教科横断的な教育」とされているもの。 

 

【参考】関連する「岩手県ＤＸ推進計画」における主な指標及び目標値 

 配信拠点からの遠隔授業を受信する高校（校）（現状値はＲ４の値） 

現状値 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

5 5 5 5 － － 

 

【工程表】 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

  

小規模校における遠隔授業の実施 

ＡＴ等の支援機器・支援技術の活用の推進・研修の充実 

データの収集・分析・利活用に基づく課題解決型学習を推進し、 

探究的な学びのＳＴＥＡＭの視点からの充実 

「校内教育支援センター」の体制整備の支援 

ＩＣＴを活用した学習支援 

教育相談体制の充実 



- 13 - 

 

 

【目指す姿】 

教員育成指標に基づき、教員が整備されたＩＣＴ環境を最大限に活用することに

より、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図ります。 

 

【現状と課題】 

・学校における教育の情報化の実態等に関する調査（文科省R5.3時点）によると、

本県の教員のＩＣＴ活用指導力は全国に比べ低い状況にあり、ＩＣＴ活用指導力

の向上等に取り組んでいく必要があります。 

 

【取組内容】 

・ＧＩＧＡスクール運営支援センターによる機器トラブル等へのヘルプデスクでの

対応と訪問指導等の充実を図ります。 

・ＩＣＴを効果的に活用した授業実践に向けたＩＣＴ支援員等による支援の充実を

図ります。 

・各市町村が配置するＩＣＴ支援員相互の連携の促進やネットワークの拡大に取り

組みます。 

・総合教育センターによるＩＣＴ活用指導力向上のための教員研修の充実を図りま

す。 

・県立高校の教科「情報」の教員採用に継続的に取り組みます。 

 

【参考】関連する「岩手県ＤＸ推進計画」における主な指標及び目標値 

授業等でＩＣＴ機器を活用し、児童生徒にＩＣＴ活用について指導できる教員の

割合(％)（現状値はＲ４の値） 

現状値 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

81 82 86 90 － － 

 

【工程表】 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

 

 

 

    

教員のＩＣＴ活用指導力の向上と人材の確保 (5) 

ＧＩＧＡスクール運営支援センター等による活用支援 

ＩＣＴの効果的活用の実践と教員研修の充実 

ＩＣＴ支援員の連携促進とネットワークの拡大 

県立高校の教科「情報」の教員採用の継続 
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【目指す姿】 

ＧＩＧＡスクール構想等により学校に整備したＩＣＴ環境の充実を図ります。 

 

【現状と課題】 

・ＧＩＧＡスクール構想等により整備したＩＣＴ機器等を計画的に更新していく必

要があります。 

 

【取組内容】 

・県立中学校及び特別支援学校の児童生徒１人１台端末や、県立学校に整備した大

型提示装置等を計画的に更新します。 

・高速大容量通信に対応したネットワーク環境の充実を図ります。 

 

【参考】関連する「岩手県ＤＸ推進計画」における主な指標及び目標値 

県立高校のＢＹＯＤ普及率(％) 

現状値 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

- 60 100 100 － － 

 

【工程表】 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

  

(6) 学校におけるＩＣＴ活用のための環境整備 

ＩＣＴ機器等の計画的な更新・ネットワーク環境の充実 
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【目指す姿】 

児童生徒の日々の学習や諸調査、健康状態等の多様な教育データを有効に活用し、

データ分析による指導改善に役立て、教育の質的な向上を目指します。 

 

【現状と課題】 

・児童生徒の日々の学習状況や、諸調査等の教育データの分析等ができる仕組みを

導入していく必要があります。 

・デジタル教科書の活用やＣＢＴ※の導入等、児童生徒１人１台端末等のＩＣＴ活

用を前提とした新たな学びに対応していく必要があります。 

 ※ＣＢＴ：コンピュータを使ったテスト形式(「Computer Based Testing」の略) 

 

【取組内容】 

・諸調査等のデータを活用した検証改善サイクルを確立します。 

・国の動向等を踏まえたデジタル教科書の活用促進やＣＢＴ等の導入を検討します。 

・全県統一の統合型校務支援システムを導入します。 

 

【参考】関連する「岩手県ＤＸ推進計画」における主な指標及び目標値 

授業等でＩＣＴ機器を活用し、児童生徒にＩＣＴ活用について指導できる教員の

割合(％)（現状値はＲ４の値） 

現状値 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

81 82 86 90 － － 

  

【工程表】 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

  

統合型校務支援システム導入 統合型校務支援システム運用 

諸調査のデータを活用した検証改善サイクルの確立 

デジタル教科書の活用促進 デジタル教科書の効果的活用の 

検討・推進 

ＣＢＴ等の導入検討及び活用 

(7) 教育データの分析等 
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【目指す姿】 

県内統一システムを導入し、児童生徒の多様な情報を把握することにより、教育

活動の質の改善や、教員の校務負担の軽減と効率化を目指します。 

 

【現状と課題】 

・学校における教育の情報化の実態等に関する調査（文科省R5.3時点）によると、

本県の統合型校務支援システム整備率は、全国に比べ大幅に低い状況にあり、シ

ステム導入を推進する必要があります。 

・教職員の勤怠・服務管理等のシステム化や、学校徴収金等のキャッシュレス化等

により、校務負担の軽減を図っていく必要があります。 

 

【取組内容】 

・全県統一の統合型校務支援システムを導入します。 

・教職員の勤怠・服務管理等のシステム化を検討します。 

・学校徴収金等のキャッシュレス化を検討します。 

 

【参考】関連する「岩手県ＤＸ推進計画」における主な指標及び目標値 

統合型校務支援システムの整備率(％)（現状値はＲ４の値） 

現状値 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

42.2 65 75 100 － － 

 

【工程表】 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

統合型校務支援システム導入 統合型校務支援システム運用 

勤怠・服務管理のシステム化の検討・運用 

学校徴収金のキャッシュレス化の検討・運用 

(8) ＩＣＴ推進体制の整備と校務の改善 
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岩手県においては、本県学校教育のＩＣＴ環境の整備と円滑な利活用に向け、岩

手県教育委員会と市町村教育委員会が学校教育のＩＣＴ化に関する事項について

検討・協議するため、県教育委員会と県内全市町村教育委員会で構成する「岩手県

学校教育ＩＣＴ推進協議会」を令和２年 11 月に設置（令和６年度から「岩手県学

校教育ＤＸ・学力育成協議会」に移行）し、ＩＣＴ利活用に当たっての課題や活用

事例の共有、連携した取組の協議を行ってきました。 

今後も、この協議会をはじめ様々な機会を活用し、県教育委員会と市町村教育委

員会が連携を図りながら、本県学校教育のＩＣＴ環境の整備と円滑な利活用を進め

ていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

５ 推進体制 
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（１）「いわての情報活用能力体系表例」 

岩手県総合教育センターでは、学習指導要領総則に記載されている、学習の基盤

の一つである「情報活用能力」の育成のために、岩手県の実態に応じた体系表例を

作成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「全体版」の他、「各校種例」、「育成場面例」、「事例」も岩手県総合教育センタ

ーのホームページに掲載しています。 

６ 資料 
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（２）ＩＣＴ活用の実態調査結果（概要） 

 岩手県では、ＧＩＧＡスクール構想で整備された１人１台端末の一層の活用に向

け、児童生徒の授業を担当している教諭等の意識や活用の実態を広く調査し、県教

育委員会及び市町村教育委員会の今後の教育施策に資することを目的として、ＩＣ

Ｔ活用の実態調査を実施しました。 

 

〇調査対象 

 岩手県内の公立小中・義務教育学校（国立を除く）、公立高等学校、特別支援学

校（国立を除く）の教諭、指導教諭、養護教諭、講師、実習教諭・実習助手等 

 

〇実施期間 

 令和５年９月 28日（木）～令和５年 10月 31日（火） 

 

〇回答数 

Ⅰ 小学校・義務教区学校（前期） 2,311名 

 Ⅱ 中学校・義務教育学校（後期） 1,155名 

 Ⅲ 高等学校           1,616名 

 Ⅳ 特別支援学校          795名 

 

【調査結果概要（主なもの）】 

・ＩＣＴ活用（授業・児童生徒）について 

（小学校） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10%

21%

25%

28%

16%

①80％以上

②80～50％

③50～30％

④30～10％

⑤10%以下

①

②

③

④

⑤

3%
12%

26%

35%

24%

①80％以上

②80～50％

③50～30％

④30～10％

⑤10%以下

① ②

③
④

⑤

令和５年度の全授業回数のうち、

授業で情報端末（パソコン、タブ

レット等）を使って指導した回数

の割合 

令和５年度の全授業回数のうち、

授業で児童生徒に情報端末（パソ

コン、タブレット等）を使わせた

回数の割合 
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（中学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（高等学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29%

21%17%

19%

14%

①80％以上

②80～50％

③50～30％

④30～10％

⑤10%以下

①

②③

④

⑤

8%
15%

21%
33%

23%

①80％以上

②80～50％

③50～30％

④30～10％

⑤10%以下

①
②

③
④

⑤

令和５年度の全授業回数のうち、

授業で情報端末（パソコン、タブ

レット等）を使って指導した回数

の割合 

令和５年度の全授業回数のうち、

授業で児童生徒に情報端末（パソ

コン、タブレット等）を使わせた

回数の割合 

34%

19%15%

16%

16%

①80％以上

②80～50％

③50～30％

④30～10％

⑤10%以下

①

②③

④

⑤

7%

10%

20%

28%

35%

①80％以上

②80～50％

③50～30％

④30～10％

⑤10%以下

①
②

③

④

⑤

令和５年度の全授業回数のうち、

授業で情報端末（パソコン、タブ

レット等）を使って指導した回数

の割合 

令和５年度の全授業回数のうち、

授業で児童生徒に情報端末（パソ

コン、タブレット等）を使わせた

回数の割合 
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（特別支援学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小学校、中学校、高等学校、特別支援学校のいずれにおいても、教員が授業で情

報端末を使って指導した回数の割合と、児童生徒に情報端末を使わせた回数の割合

に大きな差が生じており、教員がＩＣＴを使うスキルにとどまらず、児童生徒自身

に活用させるスキルを育成していくことが必要です。 

 

 

・ＩＣＴ活用のために必要なこと（上位３つまでを選択） 

（小学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12%

19%

26%
27%

16%

①80％以上

②80～50％

③50～30％

④30～10％

⑤10%以下

①

②

③
④

⑤

2% 9%

18%

32%

39%

①80％以上

②80～50％

③50～30％

④30～10％

⑤10%以下

①②

③

④

⑤

令和５年度の全授業回数のうち、

授業で情報端末（パソコン、タブ

レット等）を使って指導した回数

の割合 

令和５年度の全授業回数のうち、

授業で児童生徒に情報端末（パソ

コン、タブレット等）を使わせた

回数の割合 

51%

45%

33%

12%

25%

31%

24%

41%

11%

①授業の実践事例の共有

②教材の共有

③研修の充実

④高性能な端末の整備

⑤アプリの充実

⑥通信環境の改善

⑦表示装置（プロジェクタ、電子黒板等）の整備

⑧ＩＣＴ支援員の配置

⑨家庭の通信環境の整備
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（中学校） 

 

 

 

 

 

 

 

（高等学校） 

 

 

 

 

 

 

 

（特別支援学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 「ＩＣＴ活用のために必要なこと」を上位３つまでの選択式で聞いた設問では、

「授業の実践事例の共有」が小学校、中学校で最も多く、高等学校、特別支援学校

では２番目に多いという結果となっています。 

高等学校では「通信環境の改善」が最多であり、特別支援学校では「教材の共有」

が最多となっています。また、小学校では「ＩＣＴ支援員の配置」が他校種と比較

して多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

52%

37%

30%

18%

23%

37%

22%

29%

13%

①授業の実践事例の共有

②教材の共有

③研修の充実

④高性能な端末の整備

⑤アプリの充実

⑥通信環境の改善

⑦表示装置（プロジェクタ、電子黒板等）の整備

⑧ＩＣＴ支援員の配置

⑨家庭の通信環境の整備

48%

38%

29%

13%

15%

50%

16%

24%

17%

①授業の実践事例の共有

②教材の共有

③研修の充実

④高性能な端末の整備

⑤アプリの充実

⑥通信環境の改善

⑦表示装置（プロジェクタ、電子黒板等）の整備

⑧ＩＣＴ支援員の配置

⑨家庭の通信環境の整備

49%

52%

26%

6%

31%

44%

9%

29%

9%

①授業の実践事例の共有

②教材の共有

③研修の充実

④高性能な端末の整備

⑤アプリの充実

⑥通信環境の改善

⑦表示装置（プロジェクタ、電子黒板等）の整備

⑧ＩＣＴ支援員の配置

⑨家庭の通信環境の整備
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・研修内容（上位２つまでを選択） 

（小学校） 

 

 

 

 

 

 

 

（中学校） 

 

 

 

 

 

 

 

（高等学校） 

 

 

 

 

 

 

 

（特別支援学校） 

 

 

 

 

 

  

20%

28%

51%

53%

8%

24%

①アプリの使い方

②ＩＣＴ機器の使い方

③授業ですぐ使えるアプリの紹介

④児童生徒のＩＣＴ活用を位置付けた授業づくり

⑤情報セキュリティに関わること

⑥校務に役立つＩＣＴ利活用

20%

32%

43%

45%

9%

28%

①アプリの使い方

②ＩＣＴ機器の使い方

③授業ですぐ使えるアプリの紹介

④児童生徒のＩＣＴ活用を位置付けた授業づくり

⑤情報セキュリティに関わること

⑥校務に役立つＩＣＴ利活用

22%

37%

43%

35%

11%

24%

①アプリの使い方

②ＩＣＴ機器の使い方

③授業ですぐ使えるアプリの紹介

④児童生徒のＩＣＴ活用を位置付けた授業づくり

⑤情報セキュリティに関わること

⑥校務に役立つＩＣＴ利活用

21%

37%

51%

37%

12%

23%

①アプリの使い方

②ＩＣＴ機器の使い方

③授業ですぐ使えるアプリの紹介

④児童生徒のＩＣＴ活用を位置付けた授業づくり

⑤情報セキュリティに関わること

⑥校務に役立つＩＣＴ利活用
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「研修内容」について上位２つまでの選択式で聞いた設問では、小学校及び中学校

では「児童生徒のＩＣＴ活用を位置付けた授業づくり」が最多、「授業ですぐ使え

るアプリの紹介」が２番目となった一方、高等学校及び特別支援学校では「授業で

すぐ使えるアプリの紹介」が最多、「ＩＣＴ機器の使い方」が２番目に多いという

結果となっています。（特別支援学校においては、「児童生徒のＩＣＴ活用を位置付

けた授業づくり」も同率で２番目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


